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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

にて設定している耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である耐火障壁（Ｃクラス施設）が

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認することで，上

位クラス施設に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

 

2. 一般事項 

2.1 配置概要 

耐火障壁は鋼製であり，原子炉建物，タービン建物，廃棄物処理建物及び制御室建物に設置

する。耐火障壁の設置位置を図 2－1～図 2－5に示す。 

本資料では，図 2－1～図 2－5 に示す耐火障壁のうち，構造強度の評価部位であるフレーム

部材の裕度が最も厳しい耐火障壁（格納容器ガスサンプリング装置冷却器）及び基礎ボルトの

裕度が最も厳しい耐火障壁（中央制御室送風機）を代表として，耐震性について示す。なお，

その他の耐火障壁の評価結果については「【耐火障壁の耐震性についての計算結果】3.代表機

器の選定結果及び全機器の評価結果」にて示す。 

代表とした耐火障壁のうち耐火障壁（格納容器ガスサンプリング装置冷却器）は，図 2－2

に示すように，上位クラス施設である格納容器ガスサンプリング装置冷却器の近傍に設置され

ており，耐火障壁（中央制御室送風機）は，図 2－3に示すように，上位クラス施設である中央

制御室送風機のＡ号機及びＢ号機の間に設置されていることから，どちらも転倒によって上位

クラス施設に衝突し波及的影響を及ぼすおそれがある。 
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図2－1 耐火障壁（原子炉補機冷却系熱交換器）の設置位置 

  

耐火障壁（原子炉補機冷却系熱交換器）

A1,A2,A3-原子炉補機
冷却系熱交換器

B1,B2,B3-原子炉補機
冷却系熱交換器
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図2－2 耐火障壁（格納容器ガスサンプリング装置冷却器，非常用ガス処理系前置ガス処理

装置フィルタ）の設置位置 

  

耐火障壁（非常用ガス処理系前置ガス処理装置フィルタ）耐火障壁（格納容器ガスサンプリング装置冷却器）

B-非常用ガス処理系前置ガス処理装置

B-非常用ガス処理系後置ガス処理装置
A-非常用ガス処理系前置ガス処理装置
A-非常用ガス処理系後置ガス処理装置

格納容器ガスサンプリング装置冷却器

（格納容器水素濃度（B系）及び格納容器

酸素濃度（B系））
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図2－3 耐火障壁（中央制御室送風機，中央制御室非常用再循環送風機）の設置位置 

 

 

 

  

耐火障壁（中央制御室送風機）

耐火障壁（中央制御室非常用再循環送風機）

A-中央制御室非常用再循環送風機

B-中央制御室非常用再循環送風機

中央制御室非常用再循環装置フィルタA-中央制御室送風機

B-中央制御室送風機
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図2－4 耐火障壁（制御室建物内電路）の設置位置 

  

耐火障壁（制御室建物内電路）

2号ケーブル処理室
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図2－5 耐火障壁（タービン建物内電路）の設置位置 

耐火障壁（タービン建物内電路）

上位クラス電路
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2.2 構造計画 

耐火障壁（格納容器ガスサンプリング装置冷却器）の構造計画を表 2－1に，耐火障壁（中央制御室送風機）の構造計画を表 2－2にそれぞれ

示す。 

表 2－1 耐火障壁（格納容器ガスサンプリング装置冷却器） 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

耐火障壁を形成する鋼板

（発泡性耐火被覆貼付）

は，鋼製のフレーム部材

により支持され，鋼製の

フレーム部材は固定ボル

トによりベースプレート

に接続され，ベースプレ

ートは基礎ボルトにより

建物躯体である床，壁，

及び天井に固定される。 

鋼板（発泡性耐火被覆

貼付） 

防火扉 
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表 2－2 耐火障壁（中央制御室送風機） 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

耐火障壁を形成する鋼板

（発泡性耐火被覆貼付）

は，鋼製のフレーム部材

により支持され，鋼製の

フレーム部材は基礎ボル

トにより建物躯体である

床に固定される。 

鋼板（発泡性耐火被覆

貼付） 
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2.3 評価方針 

耐火障壁の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐

震評価方針」に従い実施する。 

評価については，「2.2 構造計画」にて示す耐火障壁の部位を踏まえ，「3. 評価部位」にて

設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有周

期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構

造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

耐火障壁の耐震評価フローを図 2－6に示す。 

図 2－6 耐火障壁の耐震評価フロー 

解析モデル設定 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 

設計用地震力 

耐火障壁の構造強度評価 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）

・日本産業規格（ＪＩＳ）
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣⅤ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1（1）に定める値 MPa 

Ｆ ＊ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

fｔm フレーム部材の許容引張応力 MPa 

fｃm フレーム部材の許容圧縮応力 MPa 

fｓm フレーム部材の許容せん断応力 MPa 

fｂm フレーム部材の許容曲げ応力 MPa 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ａｙ 
フレーム部材のせん断断面積（ｙ方向）

（格納容器ガスサンプリング装置冷却器） 
mm2 

Ａｚ 
フレーム部材のせん断断面積（ｚ方向）

（格納容器ガスサンプリング装置冷却器） 
mm2 

Ｚｙ 
フレーム部材の断面係数（ｙ軸）

（格納容器ガスサンプリング装置冷却器） 
mm3 

Ｚｚ 
フレーム部材の断面係数（ｚ軸）

（格納容器ガスサンプリング装置冷却器） 
mm3 

Ｆｘ 
フレーム部材の軸力（ｘ方向）

（格納容器ガスサンプリング装置冷却器） 
N 

Ｆｙ 
フレーム部材のせん断力（ｙ方向）

（格納容器ガスサンプリング装置冷却器） 
N 

Ｆｚ 
フレーム部材のせん断力（ｚ方向）

（格納容器ガスサンプリング装置冷却器） 
N 

Ｍｙ 
フレーム部材の曲げモーメント（ｙ軸）

（格納容器ガスサンプリング装置冷却器） 
N･mm 

Ｍｚ 
フレーム部材の曲げモーメント（ｚ軸）

（格納容器ガスサンプリング装置冷却器） 
N･mm 

Ａ 
フレーム部材の断面積

（中央制御室送風機） 
mm2 

ＡＳ 
フレーム部材のせん断断面積

（中央制御室送風機） 
mm2 

Ｚ 
フレーム部材の断面係数

（中央制御室送風機） 
mm3 
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記号 記号の説明 単位 

ＦＡ 
フレーム部材の軸力 

（中央制御室送風機） 
N 

ＦＳ 
フレーム部材のせん断力 

（中央制御室送風機） 
N 

Ｍ 
フレーム部材の曲げモーメント 

（中央制御室送風機） 
N･mm 

ℓｋ 座屈長さ mm 

ｉ 断面二次半径 mm 

Λ フレーム部材の限界細長比 ― 

λ フレーム部材の有効細長比 ― 

ν ポアソン比 ― 

  ν’ 座屈に対する安全率 ― 

π 円周率 ― 

σｔ フレーム部材に生じる引張応力 MPa 

σｃ フレーム部材に生じる圧縮応力 MPa 

σｂ フレーム部材に生じる曲げ応力 MPa 

σｂｙ フレーム部材に生じる曲げ応力（ｙ軸） MPa 

σｂｚ フレーム部材に生じる曲げ応力（ｚ軸） MPa 

τ フレーム部材に生じるせん断応力 MPa 

σｆ フレーム部材に生じる組合せ応力 MPa 

fｔｏ 基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

fｓｂ 基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

fｔｓ 
基礎ボルトが引張力とせん断力を同時に受ける場合の許容引張応力

（許容組合せ応力） 
MPa 

ＡＢ 基礎ボルトの呼び径断面積 mm2 

ｄｏ 基礎ボルトの呼び径 mm 

 基礎ボルト間距離 mm 

ｎ１ 
評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 

（格納容器ガスサンプリング装置冷却器） 
本 

ｎ２ 
評価上せん断力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 

（格納容器ガスサンプリング装置冷却器） 
本 

ｎ３ 
評価上曲げモーメントを受けるとして期待する基礎ボルトの本数 

（中央制御室送風機） 
本 

ｎ４ 
評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 

（中央制御室送風機） 
本 

ｎ５ 
評価上せん断力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 

（中央制御室送風機） 
本 
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記号 記号の説明 単位 

ＦＢx 
基礎ボルト部の引張力（ｘ方向） 

（格納容器ガスサンプリング装置冷却器） 
N 

ＦＢy 
基礎ボルト部のせん断力（y方向） 

（格納容器ガスサンプリング装置冷却器） 
N 

ＦＢz 
基礎ボルト部のせん断力（z方向） 

（格納容器ガスサンプリング装置冷却器） 
N 

ＦＢＡ 
基礎ボルト部の引張力 

（中央制御室送風機） 
N 

ＦＢＳ 
基礎ボルト部のせん断力 

（中央制御室送風機） 
N 

ＭＢ 
基礎ボルト部の曲げモーメント 

（中央制御室送風機） 
N･mm 

Ｐ1 
曲げモーメントに対するアンカーボルト１本あたりの偶力 

（中央制御室送風機） 
N 

Ｐ2 
引抜に対するアンカーボルト１本あたりの引張荷重 

（中央制御室送風機） 
N 

ＦＢ 基礎ボルト１本あたりに作用する引張力 N 

ＱＢ 基礎ボルト１本あたりに作用するせん断力 N 

σｔＢ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

τＢ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－3に示すとおりである。 

 

表 2－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2位＊2 四捨五入 小数点以下第 1位＊3 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3位の場合は，小数点以下第 3位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2位の場合は，小数点以下第 2位表示とする。 

 ＊4：絶対値が 1000以上のときはべき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。



 

15 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-1
0 
R0
 

3. 評価部位 

耐火障壁は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に基づき耐震評価を実

施する。なお，耐火障壁は，支持構造物のうち耐震評価上厳しくなるフレーム部材及び基礎ボ

ルトが健全であれば転倒による損傷を防止できるため，フレーム部材及び基礎ボルトを評価対

象とする。耐火障壁の耐震評価部位については，表 2－1～表 2－2の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 耐火障壁のフレーム部材は，十分剛な壁及び床に基礎ボルトにより固定される。 

(2) 地震力は，耐火障壁に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用し，組み合わせる。

また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適用

する。 

(3) 動的地震力による解析は固有値解析の結果，１次固有周期が0.05秒以下の場合は剛構造

として1.2ZPAの加速度を静的に作用させた静的解析を行い，0.05秒より大きい場合は柔

構造としてスペクトルモーダル解析を行う。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

 4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

耐火障壁の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

   

4.2.2 許容応力 

耐火障壁の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－3に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

耐火障壁の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを

表 4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。 
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表4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 
耐火障壁（格納容器ガスサ

ンプリング装置冷却器） 
Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

その他 
耐火障壁（中央制御室送風

機） 
Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

表4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 
耐火障壁（格納容器ガスサ

ンプリング装置冷却器） 
― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる） 

その他 
耐火障壁（中央制御室送風

機） 
― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる） 

注記＊：その他支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 4－3 許容応力（その他支持構造物及び重大事故等その他支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 1.5・fｃ 1.5・fｂ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる） 
1.5・fｔ 1.5・fｓ 1.5・fｃ 1.5・fｂ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 

           

 

 

  

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

機器名称 評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

耐火障壁（格納容器ガスサ

ンプリング装置冷却器）

フレーム部材 周囲環境温度 40 ― 325 490 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 40 ― 235 400 ― 

耐火障壁（中央制御室送風

機） 

フレーム部材 周囲環境温度 40 ― 245 400 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 40 ― 235 400 ― 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

機器名称 評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ）

(MPa) 

耐火障壁（格納容器ガスサ

ンプリング装置冷却器）

フレーム部材 周囲環境温度 100 ― 292 441 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 100 ― 212 373 ― 

耐火障壁（中央制御室送風

機） 

フレーム部材 周囲環境温度 40 ― 245 400 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 40 ― 235 400 ― 
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4.3 解析モデル及び諸元 

耐火障壁の解析モデルを図 4－1～図 4－2 に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器

の諸元を本計算書の【耐火障壁の耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。解析コード

は，「ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値と各要素に発生する荷重及びモーメントを求

める。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ－5「計

算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

4.3.1 耐火障壁（格納容器ガスサンプリング装置冷却器） 

(1) 保守的に鋼板（発泡性耐火被覆貼付）と防火扉の剛性を期待しないものとし，フレーム

部材をはり要素でモデル化した 3次元ＦＥＭモデルを用いる。

(2) 全体質量については，はり要素にフレーム部材の密度，鋼板，発泡性耐火被覆等の単位

長さ質量を付加する。各要素に付加した密度や単位長さ質量は集中質量として接続する

節点に分配される。防火扉については，扉の質量を扉両側のはり要素に単位長さ質量と

して付加する。

(3) 拘束条件を図 4－1 に示す。フレーム部材の固定ボルト部はＸ方向に長穴の形状として

いることから，並進 2 成分拘束（全体座標Ｙ，Ｚ拘束）の拘束条件とする。その他の支

点は並進 3成分拘束（全体座標Ｘ,Ｙ,Ｚ拘束）の拘束条件とする。

(4) 各部材の接続条件を図 4-1 に示す。各部材の接続条件はピン接合とする。部材番号①と

部材番号③の接続ボルト部はＺ方向に長穴の形状としていることから，並進 2 成分接続

（全体座標Ｙ，Ｘ接続）のピン接合とする。その他の接続は並進 3 成分接続（全体座標

Ｘ,Ｙ,Ｚ接続）のピン接合とする。

4.3.2 耐火障壁（中央制御室送風機） 

(1) 複数配置したフレーム部材と鋼板（発泡性耐火被覆貼付）による連続した構造であるが

保守的にフレーム部材間の鋼板（発泡性耐火被覆貼付）の剛性を期待しないものとした

フレーム部材 1 本の解析モデルとし，さらに，フレーム部材は辺の長さが同じ矩形断面

であり断面性能が水平 2 方向で同一であることから，水平方向断面の対称性を踏まえて

フレーム部材をはり要素でモデル化した 2次元ＦＥＭモデルを用いる。

(2) 全体質量については，はり要素にフレーム部材の密度，鋼板，発泡性耐火被覆等の単位

長さ質量を付加する。鋼板（発泡性耐火被覆貼付）については，隣接するフレーム部材

間の鋼板（発泡性耐火被覆貼付）の半分を付加するものとし，フレーム部材両側の

の範囲を考慮する。各要素に付加した密度や単位長さ質量は集中質量と

して接続する節点に分配される。 

(3) 拘束条件を図 4－2 に示す。支点はフレーム部材下端の周囲を基礎ボルトを用いて床に

固定していることから，並進成分と回転成分ともに完全拘束の拘束条件とする。
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注記＊：各部材の諸元については表 4－6解析モデルの諸元に示す。 

図 4－1 耐火障壁（格納容器ガスサンプリング装置冷却器）解析モデル 

凡例 

拘束条件 

：並進 3成分拘束（全体座標Ｘ,Ｙ,Ｚ拘束） 

：並進 2成分拘束（全体座標Ｙ,Ｚ拘束） 

各部材の接続条件 

：ピン接合（全体座標Ｘ,Ｙ,Ｚ接続） 

：ピン接合（全体座標Ｘ,Ｙ接続） 

要素数 ：153 

節点数 ：116 

Ｐ.Ｎ. Ｚ 

Ｘ 

Ｙ 

①＊

①＊

①＊

①＊

①＊

②＊

②＊

②＊

②＊

②＊

③＊
③＊

④＊

④＊

⑥＊

⑤＊

⑤＊

⑤＊

⑤＊

⑤＊

⑤＊

⑦＊

⑤＊

⑤＊

⑤＊

⑤＊

⑦＊⑦＊

⑦＊

フレーム部材最小裕度部位

基礎ボルト最小裕度部位 
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表 4－6 解析モデルの諸元 

番号 材料 
諸元 

(数値) 

断面積 

(mm2) 

断面二次モーメント

(mm4) 

強軸 弱軸 

フレーム

部材

① 

② 

③ 

④ 

基礎ボルト 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

質量 

(kg) 
― 
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注記＊：部材の諸元については表 4－7解析モデルの諸元に示す。 

図 4－2 耐火障壁（中央制御室送風機）解析モデル 

：並進成分と回転成分ともに完全拘束 

要素数 ：28 

節点数 ：23 

基礎ボルト最小裕度部位

凡例 

①＊

②＊

Ｚ 

Ｘ 

フレーム部材最小裕度部位
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表 4－7 解析モデルの諸元 

番号 材料 
諸元 

(数値) 

断面積 

(mm2) 

断面二次モーメント

(mm4) 

強軸 弱軸 

フレーム

部材
① 

基礎ボルト ② 

質量 

(kg) 
― 
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4.4 固有周期 

4.4.1  耐火障壁（格納容器ガスサンプリング装置冷却器） 

耐火障壁（格納容器ガスサンプリング装置冷却器）の固有値解析結果を表 4－8 に示す。

固有周期は，0.05秒以下であり，剛構造であることを確認した。 

表 4－8 固有値解析結果 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

1次 水平 

10次 鉛直 

図 4－3 耐火障壁（格納容器ガスサンプリング装置冷却器）1 次固有振動モード図

Ｚ 

Ｘ 

Ｙ 

凡例 

青：変形前 

黒：変形後 
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4.4.2  耐火障壁（中央制御室送風機） 

耐火障壁（中央制御室送風機）の固有値解析結果を表 4－9 に示す。固有周期は，0.05

秒を超えており，柔構造であることを確認した。また，鉛直方向は 2 次モード以降で卓越

し，固有周期は 0.05秒以下であることを確認した。 

表 4－9 固有値解析結果 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向 

刺激係数＊ 

鉛直方向 

刺激係数＊ 

1次 水平 

4次 鉛直 

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 

注

図 4－4 耐火障壁（中央制御室送風機）1次固有振動モード図

Ｚ 

Ｘ 

凡例 

青：変形前 

黒：変形後 
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4.5 設計用地震力 

4.5.1  耐火障壁（格納容器ガスサンプリング装置冷却器） 

耐火障壁（格納容器ガスサンプリング装置冷却器）の評価に用いる設計用地震力を表 4

－10に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき設定する。 

表 4－10 設計用地震力 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 
EL34.80 

（EL42.80*1）
― ― ＣＨ＝2.74＊2 ＣＶ＝2.46＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 
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4.5.2 耐火障壁（中央制御室送風機） 

耐火障壁（中央制御室送風機）評価に用いる設計用地震力を表 4－11 に示す。「基準地

震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設

定する。また，減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用

いる。 

表 4－11 設計用地震力 

据付場所及び 

床面高さ(m) 
廃棄物処理建物 EL22.10*1 

固有周期(s) 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：1.0 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード＊3
固有周期

(s) 
応答水平震度 応答鉛直震度 応答水平震度＊4 応答鉛直震度＊4 

1次 ― ― 8.09 ― 

動的震度＊5，＊6 ― ― 1.31 1.10 

静的震度＊7 ― ― ― ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。なお，0.020s以上 0.050s未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：各モードの固有周期に対し，設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設

計用床応答スペクトルにより得られる震度 

＊5：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

＊6：最大応答加速度を 1.2倍した震度 

＊7：3.6・Ｃｉ及び 1.2・ＣＶより定めた震度 
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4.6 計算方法 

4.6.1 応力の計算方法（耐火障壁（格納容器ガスサンプリング装置冷却器）） 

4.6.1.1 フレームの応力 

解析による計算で得られる軸力Ｆｘ，せん断力Ｆｙ，Ｆｚ及び曲げモーメントＭｙ，

Ｍｚより各応力を次のように求める。 

なお，部材力は各部材種類毎の最大値を用いる。 

(1) 引張応力又は圧縮応力

軸応力算出時は，保守的にせん断断面積（ｚ方向）を用いる。

σｃ＝
|Ｆｘ|

Ａｚ
･･･････････････････････････････････････････････････ (4.6.1.1.1) 

(2) せん断応力

τ＝Ｍａｘ {(
|Ｆｚ|

Ａｚ
) , (

|Ｆｙ|

Ａｙ
)} ･･････････････････････････････････ (4.6.1.1.2) 

(3) 曲げ応力

σｂｙ＝
|Ｍｙ|

Ｚｙ
･････････････････････････････････････････････････ (4.6.1.1.3) 

σｂｚ＝
|Ｍｚ|

Ｚｚ
･････････････････････････････････････････････････ (4.6.1.1.4) 

図 4―5 水平はり評価断面 

ｙ（強軸） 

ｚ（弱軸） 

x 
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(4) 組合せ応力

ａ．垂直応力とせん断応力の組合せ 

σｆ＝√（σｂｙ＋σｂｚ＋σｃ）
2

＋3 × τ
2

･･････････････････････ (4.6.1.1.5) 

ｂ．圧縮力と曲げモーメントの組合せ 

圧縮力と曲げモーメントを受ける部材の組合せ応力は，以下の計算式（4.6.1.1.6），

（4.6.1.1.7）を満足することを確認する。 

σｂｙ

𝑓ｂｍ
＋

σｂｚ

𝑓ｂｍ
＋

σｃ

𝑓ｃｍ
≦1 ････････････････････････････････････ (4.6.1.1.6) 

  かつ 

σｂｙ＋σｂｚ－σｃ

𝑓ｔｍ
≦1 ････････････････････････････････････ (4.6.1.1.7) 

式（4.6.1.1.6）について，許容圧縮応力 fｃmは表 4－3より 1.5 fｃ となる。 

曲げ応力については，図 4－5に示すｙ軸（強軸）まわりとｚ軸（弱軸）まわりで発生 

値及び許容値が異なることから，以下のとおりとなる。 

σｂｙ

𝑓ｂｍ
＋

σｂｚ

𝑓ｂｍ
＝

[
|Ｍｙ|

Ｚｙ
]

1.5ｆｂ

＋

[
|Ｍｚ|

Ｚｚ
]

1.5ｆｔ

･････････････････････ (4.6.1.1.8) 

したがって，式（4.6.1.1.6）は以下のとおり。 

|Ｍｙ|

Ｚｙ × 1.5ｆｂ

＋
|Ｍｚ|

Ｚｚ × 1.5ｆｔ

＋
σｃ

1.5ｆｃ
≦1  ･････････ (4.6.1.1.9) 

式（4.6.1.1.7）については，許容引張応力 fｔmが式（4.6.1.1.6）の許容曲げ応力 

fｂm 以上であること，σｃ/ fｔm を減じていることから，式（4.6.1.1.6）に代表される。 

また，引張応力と曲げ応力の組合せ応力については，許容引張応力が許容圧縮応力 

よりも大きくなることから，圧縮応力と曲げ応力の組合せ応力で代表される。 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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4.6.1.2 基礎ボルトの応力 

基礎ボルトに生じる応力は，解析による計算で得られる引張力ＦＢｘ，せん断力Ｆ

Ｂｙ，ＦＢz から手計算により，地震による引張応力とせん断応力について計算する。

耐火障壁（格納容器ガスサンプリング装置冷却器）の基礎ボルト部の概要を図 4－6に

示す。 

 

(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張応力は，引張力ＦＢｘを考え，これを図 4－6 に示す評価対象

ボルトで受けるものとして計算する。 

 

a. 引張力 

ＦＢ＝
|ＦＢｘ|

ｎ１
 ････････････････････････････････････････････ (4.6.1.2.1) 

 

b. 引張応力 

ＡＢ＝
π

4
× ｄｏ

2

 ････････････････････････････････････････････ (4.6.1.2.2) 

σｔＢ＝
ＦＢ

ＡＢ
 ････････････････････････････････････････････ (4.6.1.2.3) 

  

(2) せん断応力 

ａ．せん断力 

ＱＢ＝
√ＦＢｙ

2
+ ＦＢｚ

2

ｎ２
 ･･･････････････････････････････････････ (4.6.1.2.4) 

ｂ．せん断応力 

τＢ＝
ＱＢ

ＡＢ
 ･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.2.5) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
図 4－6 基礎ボルト部の概要 

ＦＢｙ 
ＦＢx 

基礎ボルト 

ＦＢz 
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4.6.2 応力の計算方法（耐火障壁（中央制御室送風機）） 

4.6.2.1 フレームの応力 

解析による計算で得られる軸力ＦＡ，せん断力ＦＳ及び曲げモーメントＭより各応

力を次のように求める。 

 

(1) 引張応力又は圧縮応力 

      

σｃ＝
|ＦＡ|

Ａ
 ･･･････････････････････････････････････････････････ (4.6.2.1.1) 

 

(2) せん断応力 

 

τ＝
|ＦＳ|

ＡＳ
 ･･････････････････････････････････････････････････ (4.6.2.1.2) 

 

(3) 曲げ応力 

 

σｂ＝
|Ｍ|

Ｚ
 ･････････････････････････････････････････････････ (4.6.2.1.3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－7 フレーム部材評価断面 

x 

y 

z 

Ｍ 

ＦＳ 
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(4) 組合せ応力 

ａ．垂直応力とせん断応力の組合せ 

 

σｆ＝√（σｂ＋σｃ）
2

＋3 × τ
2

 ･････････････････････････････････ (4.6.2.1.4) 

 

ｂ．圧縮力と曲げモーメントの組合せ 

圧縮力と曲げモーメントを受ける部材の組合せ応力は，以下の計算式（4.6.2.1.5），

（4.6.2.1.6）を満足することを確認する。 

 

σｂ

𝑓ｂｍ
＋

σｃ

𝑓ｃｍ
 ≦1 ･････････････････････････････････････････････ (4.6.2.1.5) 

   かつ 

σｂ－σｃ

𝑓ｔｍ
 ≦1 ･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.2.1.6) 

 

式（4.6.2.1.5）について，許容圧縮応力 fｃmは表 4－3より 1.5 fｃ となる。 

曲げ応力については，以下のとおりとなる。 

 

σｂ

𝑓ｂｍ
＝

[
|Ｍ|

Ｚ
]

1.5ｆｂ

 ･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.2.1.7) 

 

したがって，式（4.6.2.1.5）は以下のとおり。 

 

Ｍ

Ｚ × 1.5ｆｂ

＋
σｃ

1.5ｆｃ

 ≦1  ････････････････････････････････ (4.6.2.1.8) 

 

式（4.6.2.1.6）については，許容引張応力 fｔmが式（4.6.2.1.5）の許容曲げ応力 

fｂm 以上であること，σｃ/ fｔm を減じていることから，式（4.6.2.1.5）に代表される。 

 

また，引張応力と曲げ応力の組合せ応力については，許容引張応力が許容圧縮応力 

よりも大きくなることから，圧縮応力と曲げ応力の組合せ応力で代表される。 

 

 

 

 

 

 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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4.6.2.2 基礎ボルトの応力 

基礎ボルトに生じる応力は，解析による計算で得られる引張力ＦＢＡ，せん断力Ｆ

ＢＳ及び曲げモーメントＭＢから手計算により，地震による引張応力とせん断応力につ

いて計算する。耐火障壁（中央制御室送風機）の基礎ボルト部の概要を図 4－8 に示

す。 

 

(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張応力は，引張力ＦＢＡ及び曲げモーメントＭＢを考え，これ

を図 4－8に示す評価対象ボルトで受けるものとして計算する。 

 

ａ．引張力 

Ｐ１＝
|ＭＢ|

ｎ３ × ℓ
 ････････････････････････････････････････････ (4.6.2.2.1) 

Ｐ２＝
|ＦＢＡ|

ｎ４
 ････････････････････････････････････････････ (4.6.2.2.2) 

ＦＢ＝Ｐ１＋Ｐ２ ････････････････････････････････････････････ (4.6.2.2.3) 

 

ｂ．引張応力 

ＡＢ＝
π

4
× ｄｏ

2

 ････････････････････････････････････････････ (4.6.2.2.4) 

σｔＢ＝
ＦＢ

ＡＢ
 ････････････････････････････････････････････ (4.6.2.2.5) 

  

(2) せん断応力 

ａ．せん断力 

ＱＢ＝
ＦＢＳ

ｎ５
 ･････････････････････････････････････････････ (4.6.2.2.6) 

ｂ．せん断応力 

τＢ＝
ＱＢ

ＡＢ
 ･････････････････････････････････････････････ (4.6.2.2.7) 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
図 4－8 基礎ボルト部の概要 

ｎ４ 

ｎ３ 

ｎ５ 

ＭＢ 
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4.7  計算条件 

応力解析に用いる自重及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【耐火障壁の耐震性についての

計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8  応力の評価 

4.8.1 フレーム部材の応力評価 

4.6.1.1 項，4.6.2.1 項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただ

し，組合せ応力（垂直応力とせん断応力）が許容引張応力 fｔm 以下であること。また，組

合せ応力（圧縮力と曲げモーメント）が式（4.6.1.1.9），式（4.6.2.1.8）を満足するこ

と。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
fｔm 

Ｆ

1.5
･1.5 

許容圧縮応力 
fｃm 

{1 − 0.4･(
λ

Λ
)

2

} ･
Ｆ

ν
･1.5 

許容せん断応力 
fｓm 

Ｆ

1.5･ 3
･1.5 

許容曲げ応力 
fｂm 

Ｆ

1.5
･1.5 

 

ただし，  

 

λ＝
ℓｋ

ｉ
 ･･････････････････････････････････････････････ (4.8.1.1) 

 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

 

Λ＝√
π

2

･Ｅ

0.6･Ｆ
 ･･･････････････････････････････････････････ (4.8.1.2) 

ν＝1.5＋
2

3
･(

λ

Λ
)

2

 ･････････････････････････････････････ (4.8.1.3) 

  

’ 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

’ 
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4.8.2 基礎ボルトの応力評価 

4.6.1.2 項，4.6.2.2 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｔＢ は，次式より求めた許容

組合せ応力 fｔｓ以下であること。ただし，fｔｏは下表による。 

fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τＢ，fｔｏ]  

 

せん断応力τＢはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 fｓｂ以下であるこ

と。ただし，fｓｂは下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔｏ 

Ｆ

2
･1.5 

許容せん断応力 

fｓｂ 

Ｆ

1.5･ 3
･1.5 

  

＊
 

＊
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

耐火障壁（格納容器ガスサンプリング装置冷却器・中央制御室送風機）の設計基準対象施設

としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対し

て十分な構造強度を有していることにより波及的影響を及ぼさないことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

耐火障壁（格納容器ガスサンプリング装置冷却器・中央制御室送風機）の重大事故等対処設

備としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対

して十分な構造強度を有していることにより波及的影響を及ぼさないことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【耐火障壁の耐震性についての計算結果】  

1．設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 基準地震動Ｓｓ 
最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

耐火障壁（格納容器ガスサ

ンプリング装置冷却器）
Ｃ 

原子炉建物 

EL34.80 

（EL42.80＊1）

ＣＨ＝2.74＊3 ＣＶ＝2.46＊4 ― 40 

耐火障壁（中央制御室送風

機） 
Ｃ 

廃棄物処理建物 

EL22.10＊1

ＣＨ＝1.31＊2

又は*5 
ＣＶ＝1.10＊2 ― 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

  ＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊4：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊5：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 
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1.2 機器要目 

1.2.1 フレーム部材 

機器名称 材料 Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

Ｅ 

(MPa) 
ν 

ｋ

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ Λ 

Ａｙ 

(mm2) 

Ａｚ 

(mm2) 

Ｚｙ

(mm3) 

Ｚｚ

(mm3) 

耐火障壁（格納容器ガスサ

ンプリング装置冷却器）

機器名称 材料 Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

Ｅ 

(MPa) 
ν 

ｋ

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ Λ 

ＡＳ 

(mm2) 

Ｚ

(mm3) 

耐火障壁（中央制御室送風

機） 

1.2.2 基礎ボルト 

機器名称 材料 Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

do 

(mm) 

ＡＢ 

(mm2) 
ｎ１ ｎ２ 

耐火障壁（格納容器ガスサ

ンプリング装置冷却器）

機器名称 材料 
Ｓｙ 

(MPa) 
Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 



(mm) 
do 

(mm) 

ＡＢ 

(mm2) 
ｎ３ ｎ４ ｎ５ 

耐火障壁（中央制御室送風

機） 
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1.3 計算数値 

1.3.1 フレーム部材の荷重   (単位：N) 

機器名称 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ

耐火障壁（格納容器ガスサ

ンプリング装置冷却器）

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 (単位：N) 

機器名称 

ＦＡ ＦＳ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ

耐火障壁（中央制御室送風

機） 

1.3.2 フレーム部材のモーメント  (単位：N･mm) 

機器名称 

Ｍｙ Ｍｚ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ

耐火障壁（格納容器ガスサ

ンプリング装置冷却器）

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 (単位：N･mm) 

機器名称 

Ｍ 

基準地震動Ｓｓ

耐火障壁（中央制御室送風

機） 
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1.3.3 基礎ボルト部に発生する力  (単位：N) 

機器名称 

ＦＢｙ ＦＢｘ ＦＢｚ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 

耐火障壁（格納容器ガスサ

ンプリング装置冷却器）

注：添字ｘ，ｙ，ｚは全体座標系とする。 

(単位：N) 

機器名称 

ＦＢＳ ＦＢＡ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ

耐火障壁（中央制御室送風

機） 

1.3.4 基礎ボルト部に発生するモーメント(単位：N･mm)

機器名称 

ＭＢ 

基準地震動Ｓｓ

耐火障壁（中央制御室送風

機） 

1.3.5 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

機器名称 

ＦＢ ＱＢ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ

耐火障壁（格納容器ガスサ

ンプリング装置冷却器）

(単位：N) 

機器名称 

ＦＢ ＱＢ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ

耐火障壁（中央制御室送風

機） 
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期 (単位：s) 

機器名称 モード 卓越方向 固有周期 

耐火障壁（格納容器ガスサ

ンプリング装置冷却器）

1 水平 

10 鉛直 

耐火障壁（中央制御室送風

機） 

1 水平 

4 鉛直 

1.4.2 応力 (単位：MPa) 

機器名称 部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

備考 
算出応力 許容応力 

耐火障壁（格納容器ガスサン

プリング装置冷却器） 

フレーム部材

引張 σｔ ＝ 21 f ｔm ＝ 342 ―

圧縮 σｃ ＝ 21 f ｃm ＝ 282 ―

せん断 τ ＝ 42 f ｓm ＝ 198 ―

曲げ 
σｂｙ ＝ 122 f ｂm ＝ 342 ―

σｂＺ ＝ 27 f ｂm ＝ 342 ―

組合せ（垂直＋せん断） σf ＝ 185 f ｔm ＝ 342 ―

組合せ（圧縮＋曲げ） 0.52 1 単位：なし 

基礎ボルト 
引張 σｔＢ ＝ 0 f ｔｓ ＝ 150＊ ―

せん断 τＢ ＝ 53 f ｓｂ ＝ 129 ―

すべて許容応力以下である。 注記＊：fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τＢ，fｔｏ]
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(単位：MPa)

機器名称 部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

備考 
算出応力 許容応力 

耐火障壁（中央制御室送風

機） 

フレーム部材

引張 σｔ ＝ 2 f ｔm ＝ 279 ―

圧縮 σｃ ＝ 2 f ｃm ＝ 186 ―

せん断 τ ＝ 6 f ｓm ＝ 160 ―

曲げ σｂ ＝ 102 f ｂm ＝ 279 ―

組合せ（垂直＋せん断） σf ＝ 105 f ｔm ＝ 279 ―

組合せ（圧縮＋曲げ） 0.39 1 単位：なし 

基礎ボルト 
引張 σｔＢ ＝ 118 f ｔｓ ＝ 168＊ ―

せん断 τＢ ＝ 21 f ｓｂ ＝ 129 ―

すべて許容応力以下である。 注記＊：fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τＢ，fｔｏ]
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2．重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 基準地震動Ｓｓ 
最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

耐火障壁（格納容器ガスサ

ンプリング装置冷却器）
―

原子炉建物 

EL34.80 

（EL42.80＊1）

ＣＨ＝2.74＊3 ＣＶ＝2.46＊4 ― 100 

耐火障壁（中央制御室送風

機） 
―

廃棄物処理建物 

EL22.10＊1

ＣＨ＝1.31＊2

又は*5 
ＣＶ＝1.10＊2 ― 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊4：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊5：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 
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2.2 機器要目 

2.2.1 フレーム部材 

機器名称 材料 Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

Ｅ 

(MPa) 
ν 

ｋ

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ Λ 

Ａｙ 

(mm2) 

Ａｚ 

(mm2) 

Ｚｙ

(mm3) 

Ｚｚ

(mm3) 

耐火障壁（格納容器ガスサ

ンプリング装置冷却器）

機器名称 材料 Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

Ｅ 

(MPa) 
ν 

ｋ

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ Λ 

ＡＳ 

(mm2) 

Ｚ

(mm3) 

耐火障壁（中央制御室送風

機） 

2.2.2 基礎ボルト 

機器名称 材料 Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

do 

(mm) 

ＡＢ 

(mm2) 
ｎ１ ｎ２ 

耐火障壁（格納容器ガスサ

ンプリング装置冷却器）

機器名称 材料 Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 



(mm) 
do 

(mm) 

ＡＢ 

(mm2) 
ｎ３ ｎ４ ｎ５ 

耐火障壁（中央制御室送風

機） 

4
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2.3 計算数値 

2.3.1 フレーム部材の荷重  (単位：N) 

機器名称 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ

耐火障壁（格納容器ガスサ

ンプリング装置冷却器）

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

(単位：N) 

機器名称 

ＦＡ ＦＳ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ

耐火障壁（中央制御室送風

機） 

2.3.2 フレーム部材のモーメント  (単位：N･mm) 

機器名称 

Ｍｙ Ｍｚ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ

耐火障壁（格納容器ガスサ

ンプリング装置冷却器）

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

(単位：N･mm) 

機器名称 

Ｍ 

基準地震動Ｓｓ

耐火障壁（中央制御室送風

機） 
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2.3.3 基礎ボルト部に発生する力  (単位：N) 

機器名称 

ＦＢｙ ＦＢｘ ＦＢｚ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 

耐火障壁（格納容器ガスサ

ンプリング装置冷却器）

注：添字ｘ，ｙ，ｚは全体座標系とする。 

(単位：N) 

機器名称 

ＦＢＳ ＦＢＡ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ

耐火障壁（中央制御室送風

機） 

2.3.4 基礎ボルト部に発生するモーメント(単位：N･mm) 

機器名称 

ＭＢ 

基準地震動Ｓｓ

耐火障壁（中央制御室送風

機） 

2.3.5 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

機器名称 

ＦＢ ＱＢ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ

耐火障壁（格納容器ガスサ

ンプリング装置冷却器）

(単位：N) 

機器名称 

ＦＢ ＱＢ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ

耐火障壁（中央制御室送風

機） 
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2.4 結論 

2.4.1 固有周期 (単位：s) 

機器名称 モード 卓越方向 固有周期 

耐火障壁（格納容器ガスサ

ンプリング装置冷却器）

1 水平 

10 鉛直 

耐火障壁（中央制御室送風

機） 

1 水平 

4 鉛直 

2.4.2 応力 (単位：MPa) 

機器名称 部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

備考 
算出応力 許容応力 

耐火障壁（格納容器ガスサン

プリング装置冷却器） 

フレーム部材

引張 σｔ ＝ 21 f ｔm ＝ 307 ―

圧縮 σｃ ＝ 21
 

f ｃm ＝ 258 ―

せん断 τ ＝ 42 f ｓm ＝ 177 ―

曲げ 
σｂｙ ＝ 122

 
f ｂm ＝ 307 ―

σｂＺ ＝ 27
 

f ｂm ＝ 307 ―

組合せ（垂直＋せん断） σf ＝ 185
 

f ｔm ＝ 307 ―

組合せ（圧縮＋曲げ） 0.58 1 単位：なし 

基礎ボルト 
引張 σｔＢ ＝ 0

 
f ｔｓ ＝ 126＊ ―

せん断 τＢ ＝ 53
 

f ｓｂ ＝ 117 ―

すべて許容応力以下である。 注記＊：fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τＢ，fｔｏ]
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 (単位：MPa)

機器名称 部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

備考 
算出応力 許容応力 

耐火障壁（中央制御室送風

機） 

フレーム部材

引張 σｔ ＝ 2
 

f ｔm ＝ 279 ―

圧縮 σｃ ＝ 2
 

f ｃm ＝ 186 ―

せん断 τ ＝ 6 f ｓm ＝ 160 ―

曲げ σｂ ＝ 102
 

f ｂm ＝ 279 ―

組合せ（垂直＋せん断） σf ＝ 105
 

f ｔm ＝ 279 ―

組合せ（圧縮＋曲げ） 0.39 1 単位：なし 

基礎ボルト 
引張 σｔＢ ＝ 118

 
f ｔｓ ＝ 168＊ ―

せん断 τＢ ＝ 21
 

f ｓｂ ＝ 129 ―

すべて許容応力以下である。 注記＊：fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τＢ，fｔｏ]
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3. 代表機器の選定結果及び全機器の評価結果

機器名称 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

評価結果（基準地震動Ｓｓ） 

フレーム部材 基礎ボルト 

応力 
算出応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
裕度 代表 備考 応力 

算出応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
裕度 代表 備考 

耐火障壁（非常用ガス処理系

前置ガス処理装置フィルタ） 

原子炉建物 

EL34.80＊ 

組合せ 

(圧縮+曲げ) 
0.29 1 3.44 － 単位：なし 引張 92 168 1.82 － － 

耐火障壁（原子炉補機冷却系

熱交換器） 

原子炉建物 

EL15.30＊ 

組合せ 

(圧縮+曲げ) 
0.10 1 10.54 － 単位：なし 引張 39 141 3.61 － － 

耐火障壁（中央制御室非常用

再循環送風機） 

廃棄物処理建物 

EL25.30＊ 

組合せ 

(圧縮+曲げ) 
0.17 1 5.88 － 単位：なし 引張 52 168 3.23 － － 

耐火障壁（中央制御室送風

機） 

廃棄物処理建物 

EL22.10＊ 

組合せ 

(圧縮+曲げ) 
0.39 1 2.56 － 単位：なし 引張 118 168 1.42 〇 － 

耐火障壁（タービン建物内電

路） 

タービン建物

EL5.50＊
組合せ 

(圧縮+曲げ) 
0.11 1 9.20 － 単位：なし 引張 40 141 3.52 － － 

耐火障壁（制御室建物内電

路） 

制御室建物 

EL12.80＊ 

組合せ 

(垂直+せん断) 
187 342 1.82 － － 引張 86 168 1.95 － － 

耐火障壁（格納容器ガスサン

プリング装置冷却器） 

原子炉建物 

EL34.80 

（EL42.80＊） 

組合せ 

(垂直+せん断) 
185 307 1.65 〇 － せん断 53 117 2.20 － － 

注記＊：基準床レベルを示す。 

すべて許容応力以下である。
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